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次世代育成支援対策推進法とは、国の少子化対策の一環として、次の世代を担う子
どもが健やかに生まれ育成される環境を整備するために、当初平成17年4月から10年
間の時限立法で整備され、その後法律の有効期間が10年間、つまり令和8年3月末まで
延長された法律です。

この法律により、事業主に義務付けられたことは、常時雇用労働者数301人以上事
業主には平成21年4月から、常時雇用労働者数101人以上事業主には平成23年4月から、
次世代法に基づく一般事業主行動計画の策定・届出等を行うことでして、行動計画は、
国が定める「行動計画策定指針」に沿って策定することとされております。

法に基づき、行動計画の策定・届出を行うことや指針に即して行動計画を策定する
ことは、先に説明した女性活躍推進法の規定する枠組みとほぼ同様ですが、次世代法
に基づく行動計画策定指針は、令和3年2月に改正がありました。



なお、行動計画策定指針には、行動計画に盛り込むことが重要と考えられ
る次世代育成支援対策等が具体的に定められていますが、令和3年2月の改正
によって、行動計画に盛り込むことが重要と考えられる次世代育成支援対策
の中に、「不妊治療を受ける労働者に配慮した措置の実施」の項目が新たに
追加され、不妊治療を受ける労働者が不妊治療のための時間を確保できるよ
うにするための休暇制度等を設けることや、これら職場環境の整備に当たっ
ては、各企業において不妊治療と仕事の両立のための取組体制を整備し、労
働者のニーズを踏まえた取組を行うことが望ましいことなどが示されました。
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本指針の改正は、「不妊治療と仕事の両立支援」は政府の重要施策である
ことを受けてのものであり、不妊治療を受けながら働き続けられる職場環境
整備に取り組む事業主向けのマニュアルなどの参考資料や両立支援等助成金
の不妊治療両立支援コースなどの助成制度についても長野労働局ホームペー
ジからご確認いただけますので、次世代法に基づく行動計画が終期を迎え、
次の計画を策定される事業主様等におかれましては、不妊治療と仕事の両立
支援に向けたお取組みについても、是非積極的にご検討いただきますようお
願いします。
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